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認知症,統合失調症,気分障害の患者以外への

退院支援が増加している.介入患者の病名が多様

化し,病気の特徴を理解しながら,利用可能な制

度を紹介し,支援方法を考える困難さがある.

4.支援内容

転院支援,施設入所は全体の1/4.介護保険や

陣がい者自立支援サービスを利用しての在宅サ

ービスの調整が増加している.

5.支援回数

介入患者数の増加に伴い,支援回数も増加して

いる.支援項目別では,転院 ･施設入所支援が

770回 (35%),他職種との連絡調整等の間接的

支援が628回 (28%)である.

自宅以外に退院する患者の退院支援に,時間が

かかる事が分かる.

6.退院先

転院数,施設入所者数は増加しているが,割合

では在宅 (地域)へ退院している患者が全体の

3/4である.

理由としては,環境調整を行って自宅退院する

患者が増えた事,若年者への支援は増加している

為と考えられる.

7.平均在院日数 (PSW介入症例)

PSWが介入した症例に限定した場合の平均在

院日数は毎年度10日ほどずつ短縮している.

早期退院の工夫として,以下の四点を実施して

いる.

①入院後2週間以内に担当医に介入の必要性を

確認.

②病棟に行く回数を増やし,情報収集と情報共有

に努める.

③高齢者の場合は,早期に介護保険の申請を行

う.

④看護師を対象とした勉強会への参加.

【まとめ】介入患者数は増加.病名や年齢も多

様化.しかし,在院日数は減少している.この事

から,退院支援におけるPSWの役割や重要性は

大きいと考えられる.
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7 精神通院自立支援医療受給者の自殺率について

阿部 俊幸

新潟県精神保健福祉センター

【目的】平成 19年から21年まで3年間の精神

通院にかかる自立支援医療受給者 (以下 ｢受給

者｣と略)について,同期間の人口動態調査死亡

票との照合により自殺率を算出し非受給者と比

較した.

【方法】新潟市保健所を含む県内13保健所の各

担当者が各年度の管内受給者延べ69,208人につ

いて,厚生労働省より二次使用の許可を得た管内

分の人口動態調査死亡票との照合を行ない,受給

者の各疾病分類,所得区分別の自殺を抽出した.

同期間における県全体の自殺数と各年 10月1日

現在の県推計人口から算出した自殺率を母比率

としてPoisson分布による有意確率を統計電卓

DAStatsで算出し,検定を行った.各疾病分類,

所得区分の母比率との比較ではそれぞれ多重比

較法であるHolm法により全体としての有意水準

を5%とする棄却水準の調整を行った.受給者全

体,及び疾病分類別で有意となった各項目に関し

ては非受給者との比較による寄与危険度,および

それに対象者数を乗じ3で除して1年当たりの

寄与数を算出した.

■【受給者の基本属性】平成23年7月31日現在

の新潟市在住を除く受給者 19389人の平均年齢

は46.9±16.5才,男女比は1:1.05であった.

【結果】県平均と比較して受給者の自殺率は有

表1 全受給者の自殺率

受給者 69.208 181 261.5 く0.0001* 235.3 543

非乗鞍壱 7,117.011 1.866 26_2

計 7.186.219 2.047 28,5

表2 各疾病分頬別の自殺率及び寄与数

投革 P値 有意 寄
FO(番耳性) 2,214
Fl(挿神作用物7F) 1.427
F2(統合失明症) 27,633
F3(気分杜書) 22.842
F4(神妊癌性陣書) 2,084
F5(生理的叶書) 180
F6(パーソナリティー伸幸) 866
F7(知拍叶舌) 3,409
F8(発達辞書) 729
F9(小児期書年期) 247
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意に高く,非受給者の約10倍であった (表1).疾

病分類別では5区分が,所得区分別では全ての所

得区分が有意に高かった (表2).

【考察】心理学的剖検研究により後方視的に自

表3 所得区分別の自殺率
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殺者の多くに生前の精神疾患の存在が推定でき

ること1),重症自殺企図者の多くに精神疾患が認

められること2)は知られているが,前方視的な

精神疾患有病者の自殺率の報告は多くない.本研

究では自殺の実態把握の一環として受給者の自

殺率を県平均と比較した.性,年齢,職業といっ

た要因の交絡を調整していないが,受給者全体で

は非受給者の約 10倍の自殺率で,診断書の主た

る精神障害のICD-10コードに基づく疾病分類

別では順にFl,F6,F3,F4,F2が有意に高い.寄

与数はF3,F2の両者で受給者全体の約79%を占

めていた.

ただし,今回の調査では氏名と生年月日の一致

をもとに受給者の自殺を把握したため,受給決定

後の氏名の変更により把握漏れが生じ受給者の

自殺率を過小評価している可能性がある.自立支

援法精神通院医療は年度単位であるのに対し人

口動態統計は暦年で把握するため,両者に3ヶ月

の期間のずれがあることも考慮すべきである.ま

た,受給は通院患者の申請に基づき行われるた

め,より重症な患者も多いと考えられる入院者

千,逆に申請しないことも多い通院頻度の低い軽

症者,経済的な事情等により申請をしない通院

者,さらに通院もしていない患者に関しては把握

できず,今回の結果で各疾患の有病者全体の自殺

率を論ずることはできない.

受給者数は近年増加傾向にあり,今後高齢化等

による有病率の増加や長期入院患者の地域移行

に伴い,さらに増加することが予想される.本研

究でハイリスクであることが確認された受給者

に焦点を絞った自殺対策も必要と考えられる.

【まとめ】受給者の自殺率は,県平均より有意

に高く,疾病分類別ではFl,F6,F3,F4,F2が有

意に高かった.非受給者との比較による寄与数で

はF3,F2が受給者の寄与全体の約8割を占めた.
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8 新潟県下越地区3市町村における就学児健康

診断の実態について

稲月まどか

医療法人黒川病院

【はじめに】発達障害や子供虐待による情動や

行動の障害を有する子供の増加に伴い,地域保健

や教育場面でもそれらの子供に対する実効性の

ある対応が求められている.医療はそれらと連携

しつつ,診断や治療を通して,障害の根幹を見据

えながら,個人の生活の質や将来の展望などを患

者さんや家族と共有しながらガイドし,見守る役

割を課せられている.その性質上医療はあくまで

患者さんの前では個人的なものである.しかし今

日発達障害や発達行動上の困難を示し,適応障害

を持つ子供たちや,子供を取り巻く家族の問題は

増加の一途にあり,目の前の患者さんの対応だけ

では全体の底上げにならず不十分になってきて

いる.

演者は地域にあって,適応の困難を持つ子供や

家族に対し,医療が貢献できることを模索すべ

く,予防的な観点で地域の保健活動に携わってい

る.

新潟県下越地区では三歳児健診後の公的健診


